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Ⅰ 第２期総合戦略の基本的方針 

 

 １ 策定の目的 

   伊豆の国市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という。）は、国のまち・ひ

と・しごと創生法（平成 26年法律第 136号）に基づき、将来にわたって夢や希望を持てる伊豆

の国市のまちづくりを実現していくことを目的として策定するものです。 

   伊豆の国市人口ビジョン(※1)をふまえ、国及び静岡県が策定した第２期総合戦略を勘案して、

目的の達成に向けた本市の具体的な取組を示します。 

 

 ２ 計画期間 

   第２期総合戦略の期間は、国及び静岡県が策定した第２期総合戦略との整合性を図るため、

令和２年度から令和６年度までの５年間とします。 

 

 ３ 位置付け 

   第２期総合戦略は、まち・ひと・しごと創生法第 10条に基づき、人口減少の克服と地域活力

の維持・増進を図るため、伊豆の国市人口ビジョンの中で、本市の現状と将来を分析し、政策の

選択と集中による長期的な取組をまとめたものです。 

本市の最上位計画である第２次伊豆の国市総合計画（平成 29年度～令和７年度）との整合性

を図りながら、各分野を横断的に取り組む戦略となります。 

   また、社会経済情勢や社会構造の急速な変化、さらに市民ニーズへ的確かつ柔軟に対応でき

るよう、必要に応じて改訂を行います。 

 

 ４ 第１期の振り返り 

   第１期総合戦略では各取組の推進を図るため、重要業績評価指標（KPI）(※2)による事務事

業の内部評価及び検証を年度ごとに実施しました。また、その評価及び検証の結果は、外部評

価において妥当かどうかの判断を採決しました。 

平成 30 年度実績については、令和元年 11 月に外部評価を行い、内部評価の分析・評価結果

は「妥当」であるとの意見をいただき、４年経過時点として振り返ると各取組は一定の成果があ

ったといえます。 

しかし、その計画の内容及び評価方法には、計画の趣旨や各取組との関係性が希薄なものが散

見され、重要業績評価指標（KPI）においても一部達成が困難な項目がありました。 

このことから、第２期総合戦略では計画の趣旨及び基本目標を達成するための的確な体系化

と適切な評価指標設定、評価の方法を示す必要があります。 

                                             

(※1)伊豆の国市人口ビジョン…「伊豆の国市まち・ひと・しごと創生長期人口ビジョン（令和２年改訂版）」。今後の中長

期的人口推移が与える様々な影響について分析するとともに、人口に関する知識を市民と共有し、目指すべき将来の

方向と将来の人口展望を示すもの。 

(※2) KPI…key Performance Indicatorの略。重要業績評価指標。組織の目標を達成するため重要な業績評価の指標。施

策目標に対するいわゆる「貢献度」を示すもの。
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５ 進行管理 

   「４ 第１期の振り返り」のとおり、第２期総合戦略では、第１期の効果検証を行うととも

に、引き続きＰＤＣＡサイクルの確立と運用を図ることで、より効果的な取組の推進につなげ

ていくことが重要です。 

第２期総合戦略においても、引き続き各取組の実施結果に基づく内部評価と効果検証を行い、

さらに客観的かつ公正な評価のため、外部評価による意見を取り入れます。 

その中で重要業績評価指標（KPI）等は、目標値の進捗状況の確認のみならず、事務事業の目

的や考え方も含めて随時見直すことで第２期総合戦略の策定目的の達成に向けた確実な進行管

理に努めます。 

 

 ６ 計画の体系イメージ 

   第２期総合戦略は、４つの基本目標に基づき、その目標を達成するために各取組を推進する

こととしています。計画全体の体系イメージは以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 将来にわたって夢や希望を持てる 

          伊豆の国市のまちづくりを実現していく 】 

1 伊豆の国市に 

しごとをつくる 

２ 伊豆の国市に新しい 

ひとの流れをつくる 

3 若い世代の結婚・出産・ 

子育ての希望をかなえる 

4 時代に合った 

住みよいまちをつくる 

既存産業の活性化支援 

新たな雇用の創出支援 

訪れる人を増やす 

取組の強化 

移住・定住を増やす 

取組の強化 

結婚・出産しやすい環境の整備 

子育てに対する支援の強化 

健康を維持する取組の強化 

持続可能なまちづくり 

の推進 
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７ 第２期の新たな視点 

   人口減少の克服と地域活力の維持・増進を図るためには、４つの基本目標の相互横断的な取

組を進め、相乗効果を生ませて好循環につなげていく必要があります。 

   このため、４つの基本目標を推進する横断的視点として、以下を新たな視点として位置づけ

施策展開を図ります。 

 

(1) 地域間の連携と協働の強化 

人口減少の克服と地域活力の維持・増進を図るためには、行政間の広域連携のみならず、

地域にある産業界、大学、金融機関、報道機関、NPO 等の各種団体、何より市民との連携と

協働により取組を強化していく必要があります。 

このため、施策の推進にあたっては、広域的な視点での取組を強化するとともに民間の能

力やノウハウの活用を図るなど、多様な主体との連携と協働により地域課題の解決を図りま

す。 

 

(２) 最先端技術の活用 

ICT(※3)等の最先端技術は、生産性の向上や担い手不足の解消等が期待され、さらなる技

術の進展が見込まれています。今後、最先端技術を地域の特性に応じて有効活用することで、

少子高齢化に伴う生産年齢人口の不足などの課題に対処していくことが可能です。 

また、直面する課題の解決のみならず、モノやサービスの生産性や利便性を飛躍的に高め、

新たなサービスや雇用を創出するなど産業や生活等の質を大きく変化させる効果も期待で

きます。より豊かな生活の実現に向けて、最先端技術の活用を図ります。 

 

(３) 多様な人材の活躍促進（多様性の尊重） 

社会構造の変化に伴ってグローバル化が進展するなど、様々な価値観の共存を求める地域

社会になりつつあります。このため、性別、年齢、国籍、障がい等の有無に関わらず誰もが

意欲を持って活躍できる環境を整えることが重要です。 

地域や職場、家庭内でも個性と多様性が尊重され、生きがいを感じながら暮らすことがで

きるよう取組を進めます。 

 

(４) 関係人口の創出・拡大 

人口減少に伴い、地域の担い手や財源の制約の厳しさが増しているなか、ふるさと納税制

度など特定の地域を継続的に多様な方法で応援する取組が広まりつつあります。本市が抱え

る地域課題の解決への協力者となる「関係人口」の創出は、持続可能なまちづくりを進める

うえで重要な役割を担います。 

市外への転出超過は、本市にとって喫緊の課題とはなりますが、一方で本市に縁を持つ

人々が多くいることを前向きに捉え、関係人口の創出、拡大を図ります。 

                                             

(※3)ICT…Information and Communication Technology（情報通信技術）の略。通信技術を活用したコミュニケーション

を指す。情報処理だけではなくインターネットのような通信技術を利用した産業やサービスなどの総称。
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Ⅱ 第２期総合戦略の具体的取組 

 

 基本目標１ 

伊豆の国市にしごとをつくる 

 

  (1) 基本目標の柱 

◆ 伊豆の国市にしごとをつくるため、既存産業の活性化を支援します。 

   ◆ 伊豆の国市にしごとをつくるため、新たな雇用の創出を支援します。 

 

(2) 現状と課題 

平成 27 年国勢調査によると、伊豆の国市の産業別構成をみると、第一次産業が全体の

6.1％、第二次産業が 25.8％、第三次産業が 68.1％となっています。 

産業別就業者は、男性で「製造業」が約 2,800人（男性就業者数の 21.5％）と最も多く、

次いで「建設業」が 12.8％、「卸売り、小売業」が 11.6％と続きます。女性は「医療・福祉」

が約 2,500 人（女性就業者数の 23.4％）と最も多く、「卸売り、小売業」が 16.3％、「宿泊

業、飲食サービス業」が 12.2％と続きます。  

人口減少が与える影響では、第一次産業で 65 歳以上が半数近くを占めていることから、

担い手不足や後継者の確保が大きな課題となります。第二次産業では、人口減少に伴う全国

的な市場縮小の影響があることが予想されますが、産業の特長として幅広い年齢層の雇用

の受け皿となっていることや、江間工業団地等には新たな民間企業の進出もあり、就業者数

や出荷額の増加を見込むことができます。第三次産業では、特に、地域内を対象に事業を行

う小売産業にとっては、人材不足や後継者不足に伴い生産活動が縮小した場合に大きな打

撃となることが予想されます。 

また、観光に関連する「宿泊業」や「飲食サービス業」では、多様化する観光形態の変化

に伴い、本市を訪れる交流人口は減少傾向にありますが、今後も観光地としての魅力づくり

や就業環境の改善を継続していく必要があります。 

 

(3) 目標達成のための方向性 

① 市として目指す姿・取組の方針 

市内の雇用が確保され、既存産業が活性化されている姿を目指します。 

そのためには、まず安定した雇用の確保に取り組むことが重要であり、関係団体等と連携

を図りながら企業等が求める人材を確保するための取組を推進します。また、「農業」や「観

光業」、「医療・福祉」といった特長ある産業の支援や企業の経営の拡充、発展につながる支

援を強化します。 

また、新たな雇用が創出することは、伊豆の国市にしごとをつくることに直接寄与するこ

とから、本市への新たな企業の誘致を推進し、同時に本市で起業や創業しようとする人材の

支援といった取組を推進していきます。 
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② 重点とする取組 

企業等が求める人材を確保するため、市内企業や雇用の情報を発信し、就職説明会の開催

など関係団体等との連携を図りながら、企業と就業希望者のマッチング支援を推進します。 

本市の特長といえる「農業」、「観光業」、「医療・福祉」それぞれの産業分野に特化した個

別の活性化支援を推進します。 

企業等の経営を支援するため、特に農業における後継者の育成のほか、小売業の店舗リフ

ォーム支援や設備等の改修支援といった経営を直接的に支援する取組を強化します。 

新たな企業等の誘致を行うため、適切な情報を最適な時期に発信するよう努め、誘致促進

補助金の活用を推進します。 

新たな企業の進出を推進するため、市内にある立地可能な土地の情報を発信し、進出する

企業等へは補助金制度等による支援を行います。 

新たな起業創業等を推進するため、平成 29 年度から開始した「伊豆の国創業塾」を引き

続き実施し、本市の特長を活かした幅広い産業の起業支援の取組強化に努めます。 
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  (5) 目標達成に係る主要事業 

     基本目標の１の達成に向けて以下の事業を主要事業として位置づけ、取組を推進します。 

 

   ○ 企業立地促進事業（企業情報の発信） 

市内への新規企業の進出や市内既存企業の事業規模拡大を支援することにより、産業振

興及び雇用機会の拡大を図り、もって市内の地域経済の発展を図る。また、そのために適

切な時期に適切な企業情報を発信する。 

 

   ○ 若者Ｕターン促進事業 

     市ホームページ等により、ライフスタイルの提案や市内企業の情報を発信することで、

進学等により静岡県外に転出した本市出身者のＵターンを促進する。 

 

○  労働者対策事業 

就職希望者と企業との面談等マッチングを促進し、市内企業の労働力不足の解消を図る。

また、再就職やキャリアアップのために必要となる資格取得等に対し支援を行う。 

 

   〇 生活困窮者自立支援事業 

     生活困窮者の就労を広く支援し、自立を促進する。 

 

   ○ 農地中間管理事業 

     耕作放棄地の解消のため、農地中間管理機構が借り受けた農地を集約し、担い手に貸し

付けることで、農業経営の規模拡大や新たな農業経営の展開を支援する。 

 

○  ６次産業化・地産地消推進事業 

６次産業化や農商工等連携による新商品の開発や新たな産業を創出する。また、農産物

直売施設である伊豆の国市まごころ市場への支援を行い、地域農産物等の流通・拡大を図

る。 

 

○  地域観光推進事業（観光協会運営事業費補助金） 

伊豆の国市観光協会の事業運営の経済的支援を行うことで、市内の観光地域づくり及び

観光誘客等による産業振興を強化する。 

 

○  介護人材育成事業 

介護職員の人材育成を図るため、初任者研修等の費用の一部を助成する。 

 

○  青年就農支援事業 

就農直後の経営不安定な時期に給付金を交付して、新規就農者の所得を確保し定着を促

進する。 
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○  商工業活性化支援事業（リフォーム助成） 

地域経済の活性化や事業継続のため市内事業者が施行するリフォームに対し、費用の助

成を行う。 

 

○  商工制度資金貸付事業  

市内中小企業の経営の安定や合理化を促進するための事業活動に必要な資金を貸し付け

た金融機関に対して、その利子の一部を補給し、中小企業の負担軽減を図る。 

 

○  企業立地促進事業（企業立地設備投資奨励金） 

企業が１億円以上の設備投資（工場等の新設・増設又は新たな機械設備等の導入）をし

た場合に、取得した建物等の償却資産に係る固定資産税額の２分の１に相当する額を奨励

金として交付する。         

 

○ 企業立地促進事業（調査・整備） 

企業立地促進のため、広域交通のアクセスに優れたエリアは、自然環境や居住環境に配慮

しながら事業用地の調査を計画的に行い、必要に応じて事業用地の整備を行う。 

 

○  シティプロモーション(※4)推進事業 

本市が有する地域資源の魅力を高め、その魅力を戦略的かつ効果的に内外に情報発信し

ていくことで、市のイメージを向上させ、交流人口・関係人口・定住人口の増加、市内へ

の投資増加を図る。 

 

○  企業立地促進事業（企業立地事業費補助金） 

市内において、企業が工場等を新設・増設した場合の用地取得費及び雇用の増加に対し

て補助金を交付する。 

 

○  商工業活性化支援事業（創業等支援事業） 

創業支援等事業計画に基づき、伊豆の国市商工会をはじめとした関係機関と連携し、ワ

ンストップ相談窓口による相談や、創業時にかかる費用の支援等を行う。 

 

 

 

 

 

 

                                             

(※4)シティプロモーション…地域のイメージの向上を通じて、地域住民の愛着度の形成や地域の知名度の向上などを図る

活動をいう。
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  基本目標２ 

伊豆の国市に新しいひとの流れをつくる 

 

  (1) 基本目標の柱 

◆ 伊豆の国市に新しいひとの流れをつくるため、伊豆の国市に訪れる人を増やす取組を強

化します。 

   ◆ 伊豆の国市に新しいひとの流れをつくるため、移住・定住者を増やす取組を強化します。 

 

  (2) 現状と課題 

伊豆の国市は、世界文化遺産に登録された韮山反射炉や仏師運慶による国宝５体の仏像

をはじめとする深い歴史文化、伊豆半島ユネスコ世界ジオパークをはじめとした豊かな自

然、首都圏に近いというアクセスの良さ、温暖な気候などにより年間 200 万人（平成 30 年

度）を超える観光客が訪れています。 

平成 30 年 11 月にリニューアルオープンした道の駅「伊豆のへそ」は、休憩・情報の発

信・地域連携・防災といった多岐にわたる役割を有しており、リニューアルオープン後９カ

月で来場者数 100万人を突破するなど観光と交流の拠点の位置づけを併せ持ちます。 

しかし、観光入込客や宿泊客の全体数は年々減少傾向にあり、滞在型観光(※5)における

魅力創出が大きな課題となります。本市ならではのオリジナルあふれる魅力を発信し、新た

な「伊豆の国市ファン」を獲得できるような体験型の観光商品の開発や移住・定住者に向け

た戦略的な施策等の取組が必要となります。 

また、国の観光立国関連の施策により日本に訪れる外国人観光客は増加しています。東京

オリンピック・パラリンピックの開催に伴い、スポーツに対する機運は一段と高まることか

らスポーツ・アウトドアアクティビティ×宿泊業をはじめとした新たな観光振興の推進が

重要となります。 

移住及び定住では、本市移住定住サイトへの登録者や開催する移住検討者向けの移住体

験ツアーや移住者交流会の参加者数は年々増加しているものの、近年の社会動態数をみる

と本市からの転出数が本市への転入数を超過している現状にあります。このことから、各取

組が実績に結びつきにくいことが課題といえます。 

 

(3) 目標達成のための方向性 

① 市として目指す姿・取組の方針 

伊豆の国市への観光交流人口が増え、地域がにぎわいを取り戻している姿を目指します。 

そのためには、本市に訪れる人を増やす取組を強化する必要があり、観光地としての魅力

を上げる取組や国内外に観光地としての認知度を上げる取組、豊かな自然や恵まれた環境

を活かした体験、経験ができる観光商品メニューの醸成、市内の様々なスポットを回遊する

仕組みを地域・民間・行政等様々な分野が連携し推進します。 

また、本市に訪れるだけではなく、本市を好きになり、移住の促進につなげるため、移住
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を希望する人や検討している人に対する生活情報の発信や相談体制の整備、移住後の支援

などを一体的に提供できる環境の整備に努めます。 

 

   ② 重点とする取組 

観光地としての魅力を上げるため、観光資源の積極的な活用及び豊かな自然環境と歴史

ある文化財の保全・活用に努めます。また、本市の特産物などを認定した「伊豆の国市ブラ

ンド」の取組を強化していきます。 

国内外に観光地としての認知度を上げるため、ＳＮＳ等による積極的な情報発信を行い、

外国人にも対応できるインバウンド観光を推進します。 

滞在型観光の推進のため、本市で体験・経験できる着地型観光商品(※6)の醸成に努め、

滞在先としての魅力を高め、温泉旅館や地域間の連携を強化し、宿泊客数の増加に努めます。

また、東京オリンピック・パラリンピックにより高まったスポーツに対する機運をより醸成

させるため、市内外の参加を問わない様々なスポーツイベントの開催を推進します。 

伊豆半島を訪れる多くの観光客が立ち寄る道の駅「伊豆のへそ」の機能が十分に発揮でき

るよう努めるとともに、当該施設の利活用を推進します。 

多くの観光客が効率よく市内を観光できるよう回遊性を高める取組を進め、市内の観光

ガイドマップや案内所の充実に努めます。 

これらの取組に関しては、それぞれの取組を組み合せて実施することで相乗効果を高め

るとともに、民間との協働を推進し、より効果が得られるよう努めます。 

移住・定住者を増やすため、本市のことを知りたいと思う人が欲しい情報を得られるよう

に情報の集約や環境の整備に努めます。また、本市への移住を希望または検討している人が、

本市で暮らすというきっかけをつくり、定住をイメージできるよう移住相談窓口の強化や

移住定住サイトの内容の充実に努めます。 

移住者を受け入れる環境を整えるため、県と連携した移住支援補助金等の経済的支援を

行い、移住にあたっての不安材料の解消に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                             

(※5) 滞在型観光…１か所に滞在し静養や体験型をはじめとしたレジャー。また、そこを拠点に周辺の観光を楽しむレジ

ャー形態をいう。 

(※6) 着地型観光商品…旅行者を受け入れる地域（着地）側が、その地域ならではの観光資源を基にした商品や体験プロ

グラムを企画・運営する形態をいう。 
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  (5) 目標達成に係る主要事業 

     基本目標の２の達成に向けて以下の事業を主要事業として位置づけ、取組を推進します。 

 

○  広域観光宣伝事業 

地域資源を活用し、コンベンションやミーティングなどを通じて観光交流人口の拡大を

図る。また、美しい伊豆創造センター等との連携を図り、インバウンド(※7)も含めた観光

客の受入れに努めるなど広域による事業推進の連携・協力を行う。 

 

○  地域観光推進事業 

観光交流人口の増加を図るために伊豆の国市観光協会が実施するＰＲやキャンペーン等、

主に情報発信に係る事業に対する補助金を交付し、ＰＲの強化を図る。また、観光拠点の

利活用を促進し、来訪者に本市のＰＲを実施する。 

 

○  文化財管理事業 

文化財を適切に保存・管理するとともに、文化財の価値に応じた公開・活用を行う。 

 

○  花き緑化推進事業 

本市の施設間の調整を図り、市内緑地等の剪定管理及び桜木の巡視、病害虫防除や公共

花壇の整備及び管理を通じて、花き緑化を推進するとともに、美しい景観の保全を図る。 

 

○  商工業活性化支援事業（伊豆の国ブランド推進） 

伊豆の国市商工会と連携し、地域資源を活用した食品、工芸品及び体験を洗練し、「伊豆

の国ブランド」として認定することで、アンテナショップでの販売、企業間の商取引等、

商工業の活性化を図る。 

 

○  商工業活性化支援事業（地域活性化プロジェクト） 

伊豆の国市商工会が所有するキャラクター「ぬえ左衛門」と市民公募により発足した「い

ずのくに親善大使」を活用して、市の魅力を内外に発信し、市内の観光および商工業の活

性化を図る。 

 

○  かわまちづくり事業 

     狩野川神島公園（川の駅「伊豆城山」）において、多様な世代が集まり、憩い、楽しむた

めの様々なコンテンツを提供できる環境を整備し、更なる地域活性化、観光交流人口の増

加、健康増進を推進する。 

 

○  サイクルツーリズム推進事業 

サイクリングと宿泊業の連携による観光振興を行うことで、幅広い世代が交流できる場

を整える。 
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○  市民スポーツ推進事業 

元旦マラソン＆ウォーキング大会等スポーツの機会を提供し、市民間の交流と健康維持・

増進を図る。また、市民以外の参加者も募り、スポーツに取り組む機会の拡大を図る。 

 

○  スポーツ交流事業  

観光振興や地域スポーツ産業振興への寄与を目的にスポーツ関連事業に参画するととも

に、スポーツ・アウトドアアクティビティ等の市内で体験できるコンテンツの周知を図る。 

 

○  ノルディックウォーキング推進事業 

市内のノルディックウォーキング協会認定コースを使用し、年間を通した教室を実施す

る。また、韮山時代劇場を会場とする他のイベントとタイアップした大会を開催し、市内

外からの誘客を図る。 

 

○  観光案内板維持管理事業 

市内の道路誘導標識や観光案内板を適切に整備することで、観光客に安心して訪れても

らえる体制を作るとともに、市内の観光名所を広くＰＲする。 

 

○  移住定住促進事業（情報発信） 

東京圏(※8)を始めとした県外在住者をターゲットに、移住定住支援サイト「Life izu 

Country」にて、移住イベントや関連施策の情報等を積極的に発信する。 

 

○  移住定住促進事業（移住相談） 

移住を希望する市外の人に対し、移住定住相談を通して本市の生活環境の良さを積極的

にＰＲし、県内外からの移住・定住を促進する。 

 

○  移住定住促進事業（移住支援） 

国及び県、関係事業者と連携し、移住・定住の促進及び中小企業等における人手不足の

解消に資するため、東京圏から市内に移住して就業又は起業した者に対し、移住・就業支

援金を交付する。また、県外からの移住を検討している若い夫婦や子育て家族に対し移住

を促すため、引っ越し費用等の一部を助成する。 

 

 

 

                                             

(※7) インバウンド…「外から中に流れ込む」という意味。日本においては外国人の訪日観光をいう。 

(※8) 東京圏…東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県の 1都 3県をいう。 
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  基本目標３ 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 

  (1) 基本目標の柱 

◆ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえるため、結婚・出産しやすい環境を整えま

す。 

   ◆ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえるため、子育てに対する支援を強化しま

す。 

 

  (2) 現状と課題 

伊豆の国市の合計特殊出生率は、公表されている直近のデータとなる平成 20年～平成 24

年で 1.36と県内 35市町で 33位と低い水準となっています。また、出生数は、平成 26年で

312 人、平成 30 年で 268 人と年々減少しています。全国的な晩婚化の傾向もあり、第１子

の出産年齢が上昇傾向にあることや、育児と教育に係る費用が増加していること、親の就業

形態の多様化に伴い、家庭と仕事の両立を負担と感じている傾向があることなどが影響し

ていると考えられます。 

また、少子化や核家族化の進行により家庭や地域で子育てに対する環境が変化し、子育て

に不安や悩みを抱える親が増加傾向にあります。このような状況において、本市では平成 27

年度に子育てに対する包括的かつ専門的な相談に特化した「保健福祉・こども・子育て相談

センター」を設置しました。また、平成 29 年度には子育て世帯を包括的に支援する「子育

て世代包括支援センター」を設置し、組織を強化しつつ、各種子育て支援施策の取組の充実

を図っています。 

しかし、合計特殊出生率の水準や出生数の減少傾向から、現状では目に見える成果がある

とはいえない状況であるため、引き続き若い世代が結婚や出産をしやすい環境の整備と子

育てをしやすいと感じる環境の整備に向けた取組を一層強化していく必要があります。 

 

(3) 目標達成のための方向性 

① 市として目指す姿・取組の方針 

結婚・出産・子育てしやすい環境が整い、第１子に限らず第２子や第３子を持つ親が増え

ている姿を目指します。 

そのためには、若い世代が結婚・出産しやすいと感じる環境を整える必要があり、若い世

代が気軽に交流できる環境の整備、子どもを産み育てたいと願う親の不安を解消するため

の取組、福祉や医療が万全に受けられる体制の強化に努めます。 

また、出産後は、子どもの健やかな成長を支援する取組を強化し、母子とも必要な福祉や

医療が受けられる体制を整え、子育てをしながら働きたいと希望する親には、子育てと仕事

が両立できる環境を整える取組など、子育てに対し幅広く様々な支援の強化に努めます。 
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   ② 重点とする取組 

     若い世代が出会い、結婚から出産、子育てに至るまでは長い時間を要します。まずは若い

世代が出会える環境を整える必要がありますが、若い世代に限らず様々な年代の人が集え

る交流スポットの環境を整備することも重要であるため、豊かな自然環境を活かした交流

の場づくりに取り組みます。 

子育ての不安を解消するためには、パパママ学級といった出産前の講座等を推進し、切れ

目のない相談支援体制の構築や妊婦健診の充実などの取組の充実を図ります。 

また、子どもが欲しいと願う人たちの経済的支援や緊急時の対応など、安心して出産がで

きる医療環境の整備に努めます。 

     出産後は、子どもの健やかな成長を支援するため、出産後のフォローアップを含めた支

援や乳幼児健診の充実のほか様々な子育て支援サービスの充実を図ります。 

また、出産前と変わらず、必要な人が必要な医療や福祉のサービスを受けられるよう療育

環境を整え、医療機関との連携も引き続き強化していきます。 

子どもの教育分野において、国際化に対応できる人材を育成するため、早い段階から英語

や異文化に触れる機会を創出するとともに、子どもたちの個別最適な学びや学習・生活習慣

の定着を図るため、教育環境の整備や学習生活環境の充実に取り組みます。 

     子育てと仕事が両立できる環境を整えるため、預かり保育事業等の保育サービスの拡充

や放課後児童クラブ等の充実を図ります。 
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  (5) 目標達成に係る主要事業 

     基本目標の３の達成に向けて以下の事業を主要事業として位置づけ、取組を推進します。 

 

○  出会い創出支援事業 

結婚を希望する男女が出会う機会の拡大を図るため、結婚を目的とした出会いの機会を

創出する。 

 

○  かわまちづくり事業（再掲） 

狩野川神島公園（川の駅「伊豆城山」）において、多様な世代が集まり、憩い、楽しむた

めの様々なコンテンツを提供できる環境を整備し、更なる地域活性化、観光交流人口の増

加、健康増進を推進する。 

 

○  サイクルツーリズム推進事業（再掲） 

サイクリングと宿泊業の連携による観光振興を行うことで、幅広い世代が交流できる場

を整える。 

 

○  母子健康教育事業（パパママ学級） 

母親が安心して妊娠・出産・育児等に望むことができ、父親は出産・育児に関する知識

を深めつつ、生まれてくる子どもが健やかに育つように支援する。 

 

○  子育て世代包括支援センター事業 

市内在住の妊産婦、就学前までの乳幼児およびその保護者に対し、妊娠期から子育て期

に渡るまで切れ目のない支援を提供するため、妊娠、出産及び育児に関する幅広い相談に

応じ、必要な支援を行う。  

 

○  育児応援モバイルアプリ管理事業 

子育てに必要な情報収集や予防接種等のスケジュール管理を、携帯電話やスマートフォ

ンで利用できるモバイルアプリを活用することで、子育て支援の充実を図る。 

 

○  母子健康診査事業（妊婦健診・産婦健診） 

母体の異常の早期発見及び適切な指導を受け、胎児が健やかに成長し、安全な分娩がで

きるよう支援する。また、産後うつの予防や新生児への虐待予防を行う。 

 

○  不妊・不育症治療助成事業 

不妊及び不育症の治療に関する費用の一部を助成し、治療に係る経済的負担を軽減する。 
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○  救急医療対策事業 

市内の医療機関との救急医療体制の充実・強化を図ることで緊急時における市民の生命 

と健康を守る。 

 

○  母子・赤ちゃん訪問事業 

新生児・乳幼児とその家族を対象に全戸訪問し、市の育児サービス、予防接種について

の情報を提供し、母親の精神的なフォロー等を含めて育児における不安の解消を図る。 

 

○  産後ケア事業 

出産後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てが

できる支援体制の確保をする。 

 

○  母子健康教育事業（健診事後教室） 

発達面において事後フォローを必要とする乳幼児とその親に対し、遊びを通して育児支

援、療育支援を行う。 

 

○  乳幼児健康診査事業 

年齢に応じた発達発育を確認する。発達に遅れのある乳幼児の疾病を早期に把握して適

切な対応を行うとともに、乳幼児の健康の保持増進を図る。 

 

○  地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を設け、子育てについての相談、情報提

供等、子育て家庭に対する育児支援を行う。 

 

○  幼保小中グローバル教育事業 

幼児期より英語や異文化に触れ、親しむことで、国際社会で活かせる英語力、コミュニ

ケーション能力、表現力の向上を図り、国際化に柔軟に対応できる人材を育成する。 

 

○  学習・生活支援事業 

教育環境の整備及び学習環境の充実に取り組むことで、子どもたちの個別最適な学びの

充実及び学習と生活習慣の定着を図る。 

 

○  こども医療費助成事業  

子どもに適切な治療を受けさせ疾病の慢性化の予防を促進し、併せて保護者の経済的負

担の軽減を図るため、治療に要する医療費の助成を行い子どもの健やかな成長を図る。 
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○  歯と口腔の健康づくり推進事業 

歯と口腔の健康は、子どもの健やかな成長及び生活習慣病の予防等に重要な役割を果た

すことから、市民自ら歯と口腔の健康づくりに取り組むことを促進し、適切な歯科保健医

療サービスを提供する。 

 

○  家庭児童相談事業 

家庭児童福祉の向上を図るため、児童福祉に関する相談・指導業務を行う。また、児童

相談所等と連携し、児童の養育に関する訪問や電話による相談体制を充実・強化する。 

 

○  ファミリーサポートセンター事業 

「子育ての手助けをしてほしい人（おねがい会員）」と「子育てのお手伝いをしたい人（ま

かせて会員）」をアドバイザーが結び、地域で子育てを支え合う相互援助のネットワークを

構築し推進する。 

 

○  市立幼稚園預かり保育事業 

市立幼稚園に在園する園児の平日や長期休業期間(夏休み・冬休み・春休み)における預

かり保育を実施することにより、安心して子育てできる環境を整え、子育て世代を支援し、

もって児童福祉の向上を図る。 

 

○  保育対策促進事業 

一時預かりや延長保育など民間事業者が行っている様々な保育事業を補助することで、

子育て世代が施設や事業を利用しやすい環境を整える。 

 

○  放課後児童教室運営事業 

就労している保護者を支援するため、各小学校に放課後児童教室を設置して児童を預か

り、適切な遊びと生活の場を与え、児童の健全な育成を図る。 
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  基本目標４ 

時代に合った住みよいまちをつくる 

 

  (1) 基本目標の柱 

◆ 時代に合った住みよいまちをつくるため、健康を維持・増進する取組を強化します。 

   ◆ 時代に合った住みよいまちをつくるため、持続可能なまちづくりを推進します。 

 

  (2) 現状と課題 

伊豆の国市の 65 歳以上人口（老年人口）は、昭和 55 年から 30 年以上にわたって増加し

ており、国立社会保障・人口問題研究所の推計では令和元年にピークを迎えますが、令和２

年以降も 64 歳以下の人口減少の方が大きいため、老齢人口の比率は、今後も高くなってい

く見込みです。現状では、出生・死亡者数の差や転入・転出者数の差による人口減少と、生

産年齢人口の減少は避けては通れない状況となっています。 

人口減少や生産年齢人口の減少は、地域経済に与える影響はもとより、各種産業の持続に

も大きな影響を与えます。現状を認識して、時代に合った住みよいまちをつくることが重要

です。 

「市内にしごとをつくり」、「新しい人の流れをつくり」、「結婚・出産・子育ての希望をか

なえる」という取組に加え、この地域での暮らしが快適で住みやすいと感じるためには、全

ての世代が健康で生きがいを持ち、楽しく生活できる生活環境の整備を、地域・民間・行政

等の連携により切れ目なく行う必要があります。 

また、健康であることなどに加え、安全で安心して暮らせることや、地域公共交通の確保、

生活支援体制の整備など、持続可能なまちをつくることが必要となります。 

 

(3) 目標達成のための方向性 

① 市として目指す姿・取組の方針 

市民が住みやすさを感じながら、生きがいを持って生活している姿を目指します。 

そのためには、まずは市民一人ひとりが健康でいることが重要であるため、自身の健康状

態の理解を促す取組や、自身に合った運動習慣・機会をつくる取組、生きがいづくりを支援

する活動などを推進します。 

また、人口が減少する中で持続可能なまちづくり進めていくためには、安全で安心な暮ら

しを自ら考えて、自らが地域活動の担い手となり、主役となることが重要です。いつまでも

生きがいを持って住み慣れた地域で生活を支えるために、気軽に外出ができる環境の整備

も重要となります。市民一人ひとりが主役となるためのソフト・ハード両面の整備に努めま

す。 

 

   ② 重点とする取組 

     市民自らが自身の健康状態を理解し、生活習慣を見直すきっかけとなる機会をつくりま
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す。本市で実施する市民健（検）診の受診を対象者に勧奨し、気軽に検診を受けることがで

きる環境を整え、啓発活動やＰＲの強化に努めます。 

     自身に合った無理のない運動の習慣をつくるため、運動の習慣化に向けた取組や健康教

室等への参加を促進します。 

     生涯学習をはじめとした趣味活動など、多くの人と関わるような生きがいづくりの取組

や誰もが気軽に立ち寄れる地域の交流の場として、居場所づくりや自らが主役となる介護

予防事業といった健康長寿を延伸する取組を強化していきます。 

      安全で安心な暮らしを確保するため、市民協働活動を推進し、その活動を支援すること

で市民一人ひとりが主役となる地域づくりを推進します。生活環境の保全を図るため、適

切な空き家対策を講じます。自主防災力の向上のため、地域防災活動を支援し、災害協定の

拡充など災害時にも相互で協力できる体制づくりに努めます。また、青色防犯パトロール

の強化など防犯ボランティア活動を推進します。 

      生活を支える取組として、地域のニーズに即した地域公共交通を推進し、気軽に外出が

できる生活環境の確保に努めます。「教育」と「教養」の場所としてではない「今日いく」

場所の充実と「今日用がある」場所の充実を図り、地域の中でお互いがお互いを支え合う活

動を推進します。 
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  (5) 目標達成に係る主要事業 

     基本目標の４の達成に向けて以下の事業を主要事業として位置づけ、取組を推進します。 

 

○  成人健康教育相談事業 

健康教育や健康相談などを通じて、疾病の予防、重症化予防について理解を深め、自ら

の生活習慣の改善に気づくことができるよう促す。 

 

○  成人訪問指導事業 

保健指導及び専門医師への受診勧奨が必要な市民に対して、直接訪問し、医療機関への

受診勧奨及び生活習慣の改善を図り重症化を予防する。 

 

○  成人健康診査事業（各種検診の受診推奨） 

健（検）診対象者全員に案内通知を発送し、個別又は集団(検診バス)検診を実施する。

健（検）診を通じて、がんなどの疾患の早期発見・早期治療による死亡率の低下を図る。 

 

○  ウエルネスマネジメント推進事業（健康マイレージ） 

事業を通じて日々の運動や食事などの生活改善、健康診査の受診、健康講座やスポーツ

教室等への参加を促し、市民の健康管理意識の高揚を図る。 

 

○  生涯学習塾実施事業 

市民の「知・徳・体」を高める生涯学習活動を推進するため、その指導と学習のきっか

け作りについて幅広く支援することを目的として、各種講座を実施する。 

 

○  高齢者学習事業 

生きがいの充実や心と体の健康づくり、社会参加の促進を図るため、伊豆の国市老人ク

ラブ連合会の活動に対して補助金を交付し支援する。 

 

○  生活支援体制整備事業（居場所づくり） 

生活支援サービス事業者等と連携しながら、多様な日常生活上の支援体制の充実・強化

及び高齢者の社会参加の推進を一体的に図る。また、誰もが気軽に集える通いの場の創出

を推進する。 

 

○  介護予防普及啓発事業  

市民が介護予防に関心を持ち、要支援・要介護状態になることを予防し、住み慣れた地

域でいつまでも自分らしく生活することができるよう普及啓発を強化する。 
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○  地域介護予防推進事業  

介護予防ボランティアなどの人材育成や講師派遣・運営費の補助などに支援を行うこと

で介護予防活動の運営を支援し、教室参加者のみならず運営者の介護予防にもつなげる。 

 

○  地域安全推進事業（青色防犯パトロールの実施） 

青色防犯パトロールを通じて、犯罪や交通事故の抑止を図り安全で安心な生活の確保に

努める。また、定期的な講座の開催を通じてパトロール実施者の育成を図る。 

 

○  地域防災活動支援事業 

自主防災会で整備する防災・災害資機材の整備を推進し、地域防災力の強化を図る。 

 

○  防災訓練実施事業 

     各種防災訓練を実施し、災害時の対応をスムーズにできるよう地域防災力の向上に努め

る。また、市内企業等と災害協定を結び有事に備える。 

 

○  空家対策事業 

適切な空家対策を講じることで、市民の生活環境の保全を図り、併せて空家等の活用を

促進する。 

 

○  市民協働推進事業  

市内で活動を行う団体等が情報交換できる場の設定や活動の周知などの支援、市と団体

が対等な立場で地域課題を解決するパートナーシップ事業など、市民活動の促進及び市民

活動全体の連携交流を図る。 

 

○  地域公共交通推進事業 

地域住民の日常生活に必要な交通手段を確保するため、現在の公共交通の利用促進を図

るとともに、地域特性に合った必要な取組及び支援を行う。 

 

○  予約型乗合タクシー推進事業 

交通不便地域において、最寄駅とその地域とを接続する移動手段を確保する。具体的に

は予約があった場合のみに運行するデマンド型の乗合タクシーを推奨し、導入を図る。 

 

○  生活支援体制整備事業（移動支援サービスの創出） 

買い物や通院などの日常生活を支え、公共交通を補完する移動支援サービスを創出する。 

 

○  生活支援体制整備事業（互助サービスの創出） 

いつでも生き生きと住み慣れた街で暮らし続けるため、地域の支えあい活動を推進する。 
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